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江東区では南部地域を中心に大規模な開発が進められ、平成元年には
40 万人に満たなかった人口が今や 54 万人を上回る規模となり、さらな
る発展が期待されています。 
しかし、近年はライフスタイルや価値観の変化、コロナ禍により、近隣
住民や地域とのつながりの希薄化が懸念され、区内の町会・自治会にお
いても、活動に参加する人の減少や役員の担い手不足等の課題に直面し
ているところも多くあると認識しています。 
一方、令和６年１月に発生した能登半島地震をはじめ、近年の大規模災
害などでは、地域コミュニティの中心である、町会・自治会の役割の重
要性が再認識されているところです。 
このような状況を踏まえ、区は地域コミュニティの活性化や地域住民の
交流につながるよう、５年度に創設した地域活性化事業補助を、８年度
も引き続きメニューを拡大し実施いたします。 
この「町会・自治会活動支援ハンドブック」では、町会・自治会の運営
に関する基本的知識や、区の支援制度のほか、加入促進の取り組み方法
などもご紹介しています。 
「初めて役員になった」、「区の補助金を知りたい」といった際にはぜひ
ご活用いただき、会の円滑な運営そして活動活性化の一助となれば幸い
です。 
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１ 町会・自治会について  

   町会・自治会について｜1
 

 町会・自治会とは 

町会・自治会とは地域に住む人々が地域を良くするために、互いに親睦
を深めつつ、助け合い、協力し合う団体です。町会・自治会は、これま
で地域コミュニティの中心として、様々な活動を通して、地域の結束力
を高める重要な役割を果たしてきました。 
しかし、近年ではライフスタイルの多様化や高齢化等により社会構造が
変化するとともに、町会・自治会も加入率の低下、役員の高齢化、活動
の担い手不足といった問題が生じており、組織の活性化が求められてい
ます。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

町会・自治会の役割 

支え合い 

住民自治 

環境美化 安全･安心 

イベント 
開催 

お祭りや運動会のほか 
地域の伝統行事等を行い 
誇りをもてる地域へ 

防犯パトロール 
見守り活動などを通じて 
安全・安心な地域へ  

地域のことは地域で 
という意識を持ち 

魅力ある地域へ  

清掃活動により 
きれいな地域へ  

お互い必要な時に協力し 
支えあい 

顔が見える地域へ 
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 江東区の状況 

令和７年 4 月 1 日現在、江東区における町会・自治会の登録団体は 269
団体、加入世帯は 157,468 世帯、加入率は 53.1%となっています。平成
17 年には加入率が 65％を超えていたものの、徐々に下がり続けて、近
年では 55%を下回っています。 

加入率低下の要因 

町会・自治会への加入率低下は全国的な傾向でありますが、その要因は
①核家族化の進行、②価値観の多様化、③首都圏における人口の流出入
の激しさに加えて、江東区の場合は、南部地域をはじめとする大規模マ
ンションの建設による、総世帯数の増加が挙げられます。 
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 これから 

近年、災害や、孤独死問題を契機に地域におけるコミュニティのあり方
が改めて注目されています。平成 23 年の東日本大震災の際、地域コミ
ュニティの柱である町会・自治会は、まだ十分な支援がない中で、安否
確認、救助活動、炊き出し等を行い、大変重要な役割を果たしました。
また、令和 6 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震をはじめ、近年多発す
る災害においても、地域の避難誘導や高齢者の安否確認等の住民自らの
活動が多くの命を守っています。 
防災・防犯、見守りなど町会・自治会の必要性はますます高まっていま
す。いざという時、また地域に課題が生じた時のために、日頃より、ご
近所で顔が見える関係を作っていきましょう。 



２ 運営方法について  

4｜運営方法について  
 

 規約の定め方・見直し 

町会・自治会は多くの人が関わりあい活動するため、運営には明確なル
ールが重要になります。民主的な運営のためにも、規約をしっかり作り
ましょう。また、現在ある規約についても、地域の状況の変化や時代の
変化により、活動に合致していない場合もあるかもしれません。議論を
行った上で、臨機応変に見直しをしていきましょう。 
 
▼  規約に定める事項  

名称・区域・所在地 
 町会・自治会の名称・区域・所在地を記載し

ます。 

目的 
 住民相互の親睦や良好な地域社会の形成など

会の目的を記載します。 

事業 
 親睦、防災、環境美化といった会の事業など

を記載します。 

会員 

 区域に居住している住民が対象となります。
会員を世帯単位としている町会・自治会もあ
ります。また、法人会員や賛助会員などをも
うける場合があります。 

会費 
 1 世帯月額○円とする場合のほか、総会にお

いて別で定めるとする場合などがあります。 

役員 
 人数・選任方法・職務・任期などを記載しま

す。報酬や費用弁償の規定を設ける場合もあ
ります。 

会議 
 総会、役員会など、会議の開催時期、招集方

法、定足数、議決事項を記載します。 

会計・監査 
 会計年度、収入、支出、資産などについて記

載します。監査については、業務の範囲をど
こまでとするか各団体で定めます。 
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規約の作成例をご紹介します。 
地域の実情にあわせ、修正して下さい。 

 
 

○○町会（自治会）規約（会則） 

第 1 章 総則 
（名称） 
第 1 条 本会は、○○町会（自治会）
（以下「本会」という。）と称する。 
（区域） 
第 2 条 本会は、江東区○○丁目の区域
（○○丁目○○番○○号から○○丁目○
○番○○号までの区域）とする。 
（事務所） 
第 3 条 本会の事務所は、江東区○○丁
目○○番○○号に置く。 
 
第 2 章 目的と事業 
（目的） 
第 4 条 本会は、区域の住民相互の連
絡、環境の整備、防災、集会施設の維持
管理等良好な地域社会の維持及び形成に
資する地域的な共同活動を行うことを目
的とする。 
（事業） 
第 5 条 本会は、前条の目的を達成する
ため、次の事業を行う。 
(1) 会員相互の親睦に関すること。 
(2) 専門部活動に関すること。 
(3) 会内外の各種団体との連絡調整に関
すること。 
(4) 所有する資産又は受託した施設の管
理及び運営に関すること。 
(5) その他会の目的達成に必要な事業。 
 
第 3 章 会員 
（会員） 
第 6 条 本会の会員は、第２条に定める
区域に住所を有する者とする。 

 （会費） 
第 7 条 会員は、総会において別に定める
会費を納入しなければならない。 
（入会） 
第 8 条 第 2 条で定める区域に住所を有す
る個人で本会に入会しようとする者は、別
に定める入会申込書を会長に提出しなけれ
ばならない。 
２ 本会は、前項の入会申し込みがあった
場合には、正当な理由なくこれを拒んでは
ならない。 
（退会等） 
第 9 条 会員が次の各号のいずれかに該当
する場合には退会したものとする。 
(1) 第２条に定めた区域内に住所を有しな
くなった場合 
(2) 本人より別に定める退会届が会長に提
出された場合 
２ 会員が死亡し、又は失踪宣告を受けた
ときは、その資格を喪失する。 
 
第 4 章 役員 
（役員の種類） 
第 10 条 本会に次の役員を置く。 
(1) 会長 1 名 
(2) 副会長 ○名 
(3) 書記 ○名 
(4) 会計 ○名 
(5) 専門部長 ○名 
(6) 専門部員 若干名 
(7) 班長・ブロック長 ○名 
(8)  監事 ○名 
（役員の選出方法） 
第 11 条 役員は、総会において会員の中 

 

   

規約例 
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から選任する。 
２ 監事と会長は、他の役員を兼ねるこ
とができない。 
（役員の任務） 
第 12 条 会長は、本会を代表し、会務
を統括する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事
故あるときは、予め定めた順序によりそ
の職務を代行する。 
３ 書記は、会務を記録し、会の内外へ
の連絡、広報等を行う。 
４ 会計は、会の出納事務を処理し、会
計に必要な書類を管理する。 
５ 専門部長は、各専門部を代表し、専
門の業務を行う。 
６ 専門部員は、各専門部の業務を行
う。 
７ 班長・ブロック長は、班やブロック
をまとめ、それぞれを代表して、会務に
協力する。 
8   監事は、会の事業及び会計監査を行
う。 
（役員の任期） 
第 13 条 役員の任期は○年とし、再任
を妨げない。 
２ 役員に欠員が生じたときは、第 11
条により補充することができる。この場
合において、補充された役員の任期は、
前任者の残任期間とする。 
３ 役員は、辞任又は任期満了の後にお
いても、後任者が就任するまでは、その
職務を行わなければならない。 
 
第 5 章 会議 
（会議の種類） 
第 14 条 本会の会議は、総会及び役員
会とする。 
(1) 総会は、定期総会及び臨時総会とす
る。 
(2) 役員会は、定例役員会と臨時役員会 

 とする。 
第 1 節 総会 
（総会の構成） 
第 15 条 総会は、本会の最高議決機関で
あり、会員をもって構成する。 
（総会の権能） 
第 16 条 総会は、次の事項を議決する。 
(1) 事業計画の承認及び収支予算に関す
ること。 
(2) 事業報告及び収支決算報告の承認に
関すること。 
(3) 規約（会則）の制定改廃に関するこ
と。 
(4) 本会の解散及び財産の処分に関する
こと。 
(5) 会長及び監事の選任及び解任に関す
ること。 
(6) その他本会の運営に係わる重要事項
に関すること。 
（総会の開催） 
第 17 条 定期総会は、毎年１回、事業年
度終了後３ヶ月以内に開催する。 
２ 臨時総会は、会長及び役員会が必要
と認めたとき、又は会員の５分の１以上
若しくは監事から会議の目的たる事項を
示して請求があったときに開催する。 
（総会の招集） 
第 18 条 総会は、会長が招集する。 
２ 会長は、前条第２項の規定による請
求があったとき、その請求があった日か
ら、○日以内に臨時総会を招集しなけれ
ばならない。 
３ 総会を招集するときは、会議の目的
たる事項及びその内容並びに日時及び場
所を示して、開会の日の○日前までに文
書をもって通知しなければならない。 
（総会の議長） 
第 19 条 総会の議長は、その総会におい
て、出席した会員の中から選出する。 
（総会の定足数） 
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第 20 条 総会は、会員の２分の１以上
の出席がなければ、開会することができ
ない。 
（総会の議決） 
第 21 条 総会の議事は、この規約（会
則）に定めるもののほか、出席した会員
の過半数をもって決し、可否同数のとき
は、議長の決するところによる。 
（会員の議決権） 
第 22 条 会員は、総会において、各々
一箇の表決権を有する。 
（総会の書面表決等） 
第 23 条 やむを得ない理由のため総会
に出席できない会員は、予め通知された
事項について書面をもって表決し、又は
他の会員を代理人として表決を委任する
ことができる。 
２ 前項の場合における第 21 条の規定
の適用については、その会員は出席した
ものとみなす。 
（総会の議事録） 
第 24 条 総会の議事については、次の
事項を記載した議事録を作成しなければ
ならない。 
(1) 日時及び場所 
(2) 会員の現在数及び出席者数 
(3) 開催目的、審議事項及び議決事項 
(4) 議事の経過の概要及びその結果 
(5) 議事録署名人の選任に関する事項 
２ 議事録には、議長・（副議長）及び
その会議において選任された議事録署名
人２人以上が署名押印をしなければなら
ない。 
第 2 節 役員会 
（役員会の構成） 
第 25 条 役員会は、監事を除く役員を
もって構成する。 
（役員会の権能） 
第 26 条 役員会は次の事項を議決す
る。 

 (1) 総会の議決した事項の執行に関する
こと。 
(2) 総会に付議すべき事項に関するこ
と。 
(3) その他総会の議決を要しない会務の
執行に関すること。 
（役員会の開催） 
第 27 条 定例役員会は、毎月１回開催
とする。 
２ 臨時役員会は、会長が必要と認めた
とき、又は役員（現在数）の○分の 1 以
上から会議の目的たる事項を示して請求
があったときに開催する。 
（役員会の招集） 
第 28 条 役員会は、会長が招集する。 
２ 会長は、前条第 2 項の規定による請
求があったときは、その請求のあった日
から○日以内に臨時役員会を招集しなけ
ればならない。 
３ 臨時役員会を招集する場合、各役員
に対し、会議の日時、場所、目的及び審
議事項を記載した書面をもって、少なく
とも○日前までに通知しなければならな
い。 
（役員会の議長） 
第 29 条 役員会の議長は、会長がこれ
に当たる。 
（役員会の定足数等） 
第 30 条 役員会には、第 20 条、第 21
条、第 23 条及び第 24 条の規定を準用す
る。この場合において、これらの規定中
「総会」とあるのは「役員会」と、「会
員」とあるのは「役員」と読み替えるも
のとする。 
 
第 6 章 資産及び会計 
（資産の構成） 
第 31 条 本会の資産は、次に掲げるも
のをもって構成する。 
(1) 会費 
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(2) 寄付金品 
(3) その他の収入及び動産 
（資産の管理） 
第 32 条 本会の資産は、会長が管理
し、その方法は役員会の議決により定め
る。 
（経費の支弁） 
第 33 条 本会の経費は、資産をもって
支弁する。 
（事業計画及び収支予算） 
第 34 条 本会の事業計画及び予算は、
会長が作成し(役員会で定め)、毎会計年
度開始前に、総会の議決を経て定めなけ
ればならない（総会の承認を得るものと
する）。これを変更する場合も、同様と
する。 
２ 前項の規定にかかわらず、年度開始
後に予算が総会において議決されていな
い場合には、会長は、総会において予算
が議決される日までの間は、前年度の予 
算を基準として収入支出をすることがで
きる。 
（事業報告及び決算） 
第 35 条 本会の事業報告及び決算は、
事業年度終了後 3 ヶ月以内にその年度末
の財産目録と共に、監事の監査を経て、
総会の承認を得なければならない。 
（事業年度） 

 第 36 条 本会の事業年度は、毎年 4 月
1 日から翌年 3 月 31 日までとする。 
 
第 7 章 雑則 
（書類及び帳簿等の備え付け） 
第 37 条 本会は事務所に次の各号に掲
げる書類及び帳簿を備え付けておかなけ
ればならない。 
(1) 本規約（会則） 
(2) 役員に関する書類 
(3) 会員に関する書類 
(4) 会議議事録 
(5) 会員名簿 
(6) 収入及び支出に関する帳簿及び証拠
書類 
(7) 各事業年度末の財産目録及び収支決
算書 
(8) 事業計画書及び収支予算書 
(9) その他の必要な書類及び帳簿 
２ 本会の会員が帳簿等の閲覧を請求し
たときは、閲覧させなければならない。 
（委任） 
第 38 条 本会は、本規約（会則）を実
施するにあたって、本規約（会則）で委
ねる事項及びその他必要事項につき、役
員会の議決をもって、○○運営細則を 
定める。 
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 役員について 

活動をスムーズに進めていくためには、会長をはじめとした役員の働き
が重要になります。昨今、慢性的な役員の成り手不足が問題となってい
ますが、選任方法・任期等を工夫しながら、運営していきましょう。 
 
▼  役員の役割 

会長 
 会の代表であり、全体の責任者になります。地域をまとめ、

住民が協力し合える環境をつくり、活動を活発化させます。 

副会長 
 

会長を補佐し、会長が不在の場合はその職務を代行します。 

書記 
 

会議の記録など事務全般を行います。 

会計 
 現金や預貯金といったお金の出入りや領収書などを管理しま

す。 

専門部長 
 専門部の責任者で、専門部の立場から会議に参加し意見を述

べるとともに、会の意思を部員に伝えます。 

班長 
 会員の意思を役員会に伝え、決定された内容を会員に伝えま

す。 

監事 
 

会計処理、資産管理、事業の実施状況を監査します。 

 

選任 

各団体の特性や事情により、「輪番制」(順番に回ってくる)、「選挙」、
「抽選」、「推薦」等により行われます。近年、役員になりたがらない人

が増えていることから、公平を期すため、「輪番制」や「抽選」を採用
する団体もあります。地域の特色に応じた民主的なルールで役員を選出
し、住民が役員に仕事を押し付けるのではなく、自分たちで地域を良く
するという気持ちで活動に参加していくことが大切です。 
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任期 

任期は各町会・自治会の規約により定められており、平均して 1 年から
2 年としているところが多いようです。役員の負担を減らすため、任期
を 1 年とする団体もあれば、1 年だけでは活動の活性化は難しいとして
2 年とする団体もあります。また、運営をスムーズにするため、役員を
一斉に交代するのではなく半数ずつ交代する、役員経験者を相談役や顧
問にするといった工夫をしているところもあります。 
 

手当 

規約や総会の決議により役員手当(報酬)を支払う団体もあります。役職 
によって差異を設ける場合や会長職のみ支払いをするところもありま
す。活動についてはボランティアとしているところもありますが、役員
の負担を軽くするために、活動の費用弁償的(交通費、通信費等)なもの
として、手当の支給を検討してもよいかもしれません。手当の支給につ
いては規約に規定を設けるなど、透明性を図ることが必要でしょう。 
 
活動のポイント 
【役員の担い手確保】 

イベント等を通して積極的に活動していただける方を見つけ、新たな役員候補を確
保していきましょう。活動の活性化には老若男女問わず多くの方の働きが欠かせま
せん。積極的に役員に登用しましょう。 
 

【役員の引継ぎ】 
役員をする上で知っておくべきマニュアルを作成すると良いでしょう。新たに役員
になる方は、するべきことがわからず不安です。スケジュールがわかるだけでも安
心できます。必要な資料を電子データにしておくと、運営の効率化が図れます。 
引継ぎには、資料、メモ、写真を活用しましょう。活動に際して気になったことな
どをメモし、イベント時の資料や写真を残し、それを時系列にファイルに綴じ込ん
でいくだけでも、後任者にとっては非常に役立ちます。引継ぎ書類は事務所にも同
様のものを保管しておきましょう。 
 

 
 



   運営方法について｜11
 

 事業計画・予算 

地域で必要な活動を行うために、1 年間の計画を立てて、その計画に見
合った予算の編成を行い、事業計画書と予算書を作成します。それらに
基づいた適正な予算の執行が大切です。 
 

事業計画 

事業計画は町会・自治会が 1 年間どのように活動していくかを具体的に
示すもので、町会・自治会が計画的な運営を行うため、そして、みなさ
んが円滑に活動していくために大切なものになります。 
 

 
 

 
令和○年度 ○○会 事業計画書 

令和○年○月○日〜令和○年○月○日  

月 事業名 備考 
４月 役員会  

定例総会  
春の全国交通安全運動協力（○〜○日） □□交差点他 

５月 役員会  
赤十字社資募集協力  
春の一斉清掃（江東区まちきれ運動） □□周辺 

６月 役員会  
社会福祉協議会会費募集協力  

７月 役員会  
環境浄化パトロール（前期） 地区内 

８月 役員会  
第７０回○○会夏まつり □□小学校 
環境浄化パトロール（後期） 地区内 

９月 役員会  
地域防災訓練、区災害訓練参加 △△公園 
日帰りバスハイク  

   

                          

    

    

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

    

 

計画書 
作成例 
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予算 

予算は会費等の収入や事業実施に必要な支出の計画で、町会・自治会の
お金の使い道を示すものです。 

 

 
 
 

令和○年度 ○○会 予算書 

令和○年○月○日〜令和○年○月○日 
収 入 の 部  単 位 ｜ 円  
科 目  本 年 度  前 年 度  増 減  摘 要  
会 費  … … …  … … …  …  … 円 × … 世 帯 × 12 ヶ

月  
補 助 金  … … …  … … …  …   
 ○ ○ 交 付 金  … …  … …  …  区  ○ ○ 交 付 金  
 ○ ○ 活 動 助 成 金  … …  … …  …  都  ○ ○ 活 動 助 成 金  
事 務 委 託 料  … … …  … … …  …  年 … 円 ＋ … 世 帯 ×… 円  
寄 付 金  … …  … …  …   
 寄 付 金  …  …  …  ○ ○ 寄 付  
 協 賛 金  … …  … …  …  イ ベ ン ト 協 賛  
事 業 収 入  … …  … …  …  バ ザ ー 開 催  
雑 収 入  …  …  …  受 取 利 息  
繰 越 金  … … …  … … …  …  前 年 度 繰 越 金  
収 入 合 計  … … …  … … …  …   
     
支 出 の 部     単 位 ｜ 円  
科 目  本 年 度  前 年 度  増 減  摘 要  
事 業 費  … … …  … … …  …   
 総 務 部 会 費  … …  … …  …  年 末 警 戒 等  
 環 境 部 会 費  …  …  …  清 掃 用 具 、 消 毒 液  
 福 祉 部 会 費  … …  … …  …  ハ イ キ ン グ  
 文 化 部 会 費  … …  … …  …  夏 ま つ り 、 文 化 展  
会 議 費   …  …  …  総 会 … 円 、 役 員 会 … 円  
消 耗 品 費  …  …  …  事 務 用 品  
通 信 運 搬 費  … …  … …  …  郵 便 料 、 会 館 電 話 代  
印 刷 製 本 費  … …  … …  …  広 報 紙 印 刷 代  
修 繕 費  …  …  …  会 館 補 修 費  
光 熱 費  …  …  …  会 館 、 防 犯 灯  
助 成 金  …  …  …  子 ど も 会 等  
負 担 金  …  …  …  連 合 会 負 担 金  
慶 弔 費  … …  … …  …  … 円 ×… 件  
予 備 費  … … …  … … …  …   
支 出 合 計  … … …  … … …  …   

                          
              
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

    
 

予算書 
作成例 

ポイント 
増 減 比 較 が あ る と 前 年 度
と比較しやすくなります。 

 

ポイント 
明 細 を 示 す と 分 か り や す
くなります。 

 

ポイント 
科目は一例です。実情に合わせて
科目を設定しましょう。 
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 事業報告・決算 

町会・自治会が 1 年間どのような活動をしてきたのか、収入や支出はど
れくらいだったかを報告するために事業報告書と決算書を作成します。 
町会・自治会の加入率が全国的に低下している原因の一つに「町会・自
治会の活動内容がよくわからない」ということが挙げられます。これを
解消するために活動の「見える化」が鍵となっています。事業報告書や
決算書等は、活動を内外に PR する資料にもなります。正確でわかりや
すい内容で作りましょう。 
また、当初の事業計画や予算と比較し、活動の達成度やお金の使われ方
などを議論し、今後の活動に活かしましょう。 
 

事業報告 

事業報告は、町会・自治会が 1 年間どのように活動してきたかを具体的
に示すものです。 

 
 
 

令和○年度 ○○会 事業報告書 

令和○年○月○日〜令和○年○月○日  

月 事業名 備考 
４月 役員会 …日開催 

○○を決定 
 定例総会 …日＠△△集会所 

※別添資料 
 春の全国交通安全運動協力 ○〜○日｜…名参加 

□□交差点他 
５月 役員会 …日開催 

○○を協議 
 赤十字社資募集協力 …名…円 
 春の一斉清掃 

（江東区まちきれ運動） 
○日｜…名参加 
□□周辺※別添写真 

   

                          

    

    

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

報告書 
作成例 

ポイント 
写 真 や チ ラ シ を 添 付 す る
と伝わりやすいです。 
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決算 

決算書は、1 年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを明
らかにするものです。決算書の各科目に対して明細書を作成するなどし
て、会計の透明性、説明責任、情報公開を確保しましょう。 

 
 
 

令和○年度 ○○会 決算書 

令和○年○月○日〜令和○年○月○日 
収 入 の 部  単 位 ｜ 円  
科 目  本 年 度  前 年 度  増 減  摘 要  
会 費  … … …  … … …  …  … 円 × … 世 帯 × 12 ヶ

月  
補 助 金  … … …  … … …  …   
 ○ ○ 交 付 金  … …  … …  …  区  ○ ○ 交 付 金  
 ○ ○ 活 動 助 成 金  … …  … …  …  都  ○ ○ 活 動 助 成 金  
事 務 委 託 料  … … …  … … …  …  年 … 円 ＋ … 世 帯 ×… 円  
寄 付 金  … …  … …  …   
 寄 付 金  …  …  …  ○ ○ 寄 付  
 協 賛 金  … …  … …  …  イ ベ ン ト 協 賛  
事 業 収 入  … …  … …  …  バ ザ ー 開 催  
雑 収 入  …  …  …  受 取 利 息  
繰 越 金  … … …  … … …  …  前 年 度 繰 越 金  
収 入 合 計  … … …  … … …  …   
     
支 出 の 部     単 位 ｜ 円  
科 目  本 年 度  前 年 度  増 減  摘 要  
事 業 費  … … …  … … …  …   
 総 務 部 会 費  … …  … …  …  年 末 警 戒 等  
 環 境 部 会 費  …  …  …  清 掃 用 具 、 消 毒 液  
 福 祉 部 会 費  … …  … …  …  ハ イ キ ン グ  
 文 化 部 会 費  … …  … …  …  夏 ま つ り 、 文 化 展  
会 議 費   …  …  …  総 会 … 円 、 役 員 会 … 円  
消 耗 品 費  …  …  …  事 務 用 品  
通 信 運 搬 費  … …  … …  …  郵 便 料 、 会 館 電 話 代  
印 刷 製 本 費  … …  … …  …  広 報 紙 印 刷 代  
修 繕 費  …  …  …  会 館 補 修 費  
光 熱 費  …  …  …  会 館 、 防 犯 灯  
助 成 金  …  …  …  子 ど も 会 等  
負 担 金  …  …  …  連 合 会 負 担 金  
慶 弔 費  … …  … …  …  … 円 ×… 件  
予 備 費  … … …  … … …  …   
支 出 合 計  … … …  … … …  …   

 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

    
 

決算書 
作成例 

ポイント 
寄付金などは別紙などを使い
詳細に書くと良いでしょう。 
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 監査 

予算や事業の執行状況について監事が監査を行います。会計処理が適正
に行われているか帳簿、通帳、領収書等の照合を行います。 
監査には会計に関わる全ての書類を用意します。 
 
▼  必要書類 

・事業計画書、予算書 
・事業報告書、決算書 
・各帳簿(現金出納帳、預金出納帳、備品台帳等) 
・証拠書類(見積書、納品書、領収書等) 
・通帳 

 
▼  監査のチェック項目 

・決算書と帳簿の数字を照合 
・領収書は印紙の貼付、宛名の確認 
・備品を購入した場合、台帳と現物の確認や納品書、領収書等の照合 
・証拠書類は全てそろっているか、また書類上の不備はないか確認 
・会費、補助金等の収入については、証拠書類と通帳の金額を照合 
・特別会計、積立金については、帳簿と通帳を確認 

 
監査終了後、監事は監査報告書を作成し、証明します。 
また、その結果を総会で報告します。 

 
 

令和○年度 ○○会 会計監査報告書 

 令和○年度○○会の会計監査にあたり、収入支出に伴う関係書類 
及び関係帳簿等を審査した結果、いずれも正確かつ適正であると認 
めましたので報告いたします。 
 令和○年○月○日 
                  ○○会 

会計監査 □□ □□ 印 
会計監査 △△ △△ 印 

報告書 
作成例 

備品台帳とは 
備品を適正に管理するためのもので、
購入・廃棄等を行う場合に記録します。
２万円以上は備品とするといった記載
に関するルールを定めましょう。 
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 総会 

総会は会員の総意で町会・自治会の方針を決定する最高議決機関です。
総会には年 1 回開催される「通常総会」と緊急の場合などに開催される

「臨時総会」があります。規約に沿って運営しましょう。 
 
 

 
▼  審議・議決事項 
・事業計画、事業報告、予算、決算、その他会務に関すること 

 
開催前  
遅くとも 2 週間前には開催の案内を通知しましょう。出席できない人
からは委任状をもらい、総意が反映される総会を目指しましょう。  

▼ 
総会の一般的な流れ  
【開会】出席者が定足数に達したことを確認し、司会者は開会を宣言し

ます。司会者は副会長が務めることが多いようです。 
【議長及び議事録署名人の選任】議長を会場の同意を得て選任します。

また議事録署名人は議長以外に出席者から 2 名以上選任します。  
【定足数の報告・総会成立の宣言】議長は出席者数(総会出席者と委任

状提出者の合計)を確認した上で、定足数に達し、総会が成立したこ
とを宣言します。  

【議案審議】議長の進行により、議案の審議と議決を行います。 発言
する人は挙手し、議長の許可を得て発言します。 

【閉会】 
▼ 

終了後  
議事録を作成し、議長と議事録署名人が署名捺印します。そして、議事
録含む総会資料は会員に回覧などで報告します。 

総会の開催形式について 
さまざまな原因により、通常どおりの開催が難しくなることがありえます。その場合
は、規模の縮小、委任状、稟議等による承認等、状況に応じて柔軟に対応しましょう。 
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平成 27 年 9 月に個人情報保護法が改正され、その施行日である平成 29
年 5 月 30 日以降、町会・自治会は個人情報保護法に定める「個人情報
取扱事業者」に該当することになりました。 
また、個人情報に対する意識の高まりから、令和２年 6 月に個人情報保
護法が改正され、個人の権利利益を保護するための措置や漏えい等発生
時の対応などが明示され、より適切な取扱いが求められています。 
 

個人情報とは 

生存する「個人に関する情報」であって、「特定の個人を識別すること
ができるもの」をいいます。氏名だけではなく、住所や電話番号、町
会・自治会における役職等も、氏名と紐づけて管理している場合には個
人情報になります。 
 

個人情報保護法と町会・自治会の関係 

個人情報保護法で規定している「個人情報取扱事業者」とは、紙媒体・
電子媒体を問わず、個人情報を 50 音順等で整理・分類した名簿を作成
し（データベース化)それを事業活動に利用している者です。取り扱う
個人情報の数に関わらず、営利・非営利を問わず、任意団体(町会・自
治会等)や個人事業主であっても「個人情報取扱事業者」となります。 
したがって、会員名簿を作成し、活動に利用している町会・自治会にお
いても、個人情報について法に基づく管理が求められます。 
 
 
 
 
 
 

 個人情報の取り扱い 

氏 名  住 所  役 職  電 話 番 号  職 業  
江 東  太 郎  … … … … -… -…  会 長  … -… -…  ○ ○ 業  
中 央  次 郎  … … … … -… -…  副 会 長  … -… -…  △ △ 業  
江 戸 川  花  … … … … -… -…  総 務 部 長  … -… -…  □ □ 業  
… …  … …  … … … … -… -…  … …  … -… -…  … …  

○○町会（自治会）会員名簿 

会員名簿 
作成例 

ポイント 
上記情報はすべて個人情報になります。 
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会員名簿の作成と管理の基本的なルール 

 
個人情報を集める前  

【利用目的を特定する】 
町会・自治会がなぜ個人情報を必要とするのかを明確にし、個人情報
の利用目的をあらかじめ特定しましょう。 

 
 
 

▼ 
【取得する個人情報の内容と範囲を決める】 

取得する情報は必要なものだけに留めておきましょう。 
 
 
 

 
個人情報を集める時  
対象者に対して利用目的を明示し、同意が得られる方から情報を提供
してもらいましょう。また、個人情報収集時には、プライバシーにも
配慮しましょう。 

 
 

〜個人情報の取扱いについて〜 
 
 町会(自治会)のみなさんから収集した個人情報は、会員相互

の連絡や会費の徴収といった会の管理運営、名簿の作成及び災
害や事故等の緊急時の支援活動に利用し、この目的の範囲内で
利用させていただきます。 

また、ご提供いただいた個人情報は、法令等の定めのある場
合を除いて、事前の同意をいただくことなく、あらかじめ明示
した利用目的以外に使用することや第三者に提供することはい
たしません。  

 
 
 

個人情報の内容と範囲の例 
内容｜氏名・住所・生年月日・電話番号など 
範囲｜世帯主または世帯全員など 

 

利用目的の例 
１ 活動にかかる会員相互の連絡や会費の徴収など管理運営のため 
２ 災害や事故等の緊急時の支援活動のため 

 

通知例 

会員名簿を会員に配布する場合は… 
「会員名簿を作成し、名簿に掲載される会員に対して
配付するため」といった記載をしてください。 
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個人情報を保管する時  
集めた個人情報の漏えい防止のために、適切な安全管理措置を講じま
しょう。 

 
▼  安全管理措置の例 
・個人情報の取り扱いについて規約で定めるなどルールを作成する 
・紙の名簿は施錠できるキャビネットなどで保管する 
・パソコン上の名簿はパスワードを設定する 
・パソコンにウイルス対策ソフトを導入する 
・会員に名簿を配布した場合、盗難や紛失、転売したりしないように

注意を呼びかける 
・許可されている人だけが個人情報を閲覧・利用できるようにする 

 
漏えい事故が発生した場合  
以下の要件に該当する、又はその恐れがある場合は、本人及び個人情 
報保護委員会への報告が必要です。 
・要配慮個人情報が含まれる個人データの漏えい等 
・不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある個人 

データの漏えい等 
・不正の目的をもって行われたおそれがある個人データの漏えい等 
・個人データに係る本人の数が 1,000 人を超える漏えい等 

 

 
 
 
 
 
（目的） 
第１条 この個人情報取扱ルールは、本会が
保有する個人情報の適正な取扱いと事業の円
滑な運営を図るため、個人の権利利益を保護
することを目的とする。 
 

  
 
 
 
 
（責務） 
第２条 本会は個人情報の保護に関する法律
（以下「法」という。）等を遵守すると 
ともに、町会（自治会）活動において個人 
情報の保護に努めるものとする。 

○○町会（自治会）個人情報取扱ルール  

 

（制定｜令和○○年○月○日） 取扱ルール

作成例 

要配慮個人情報とは 
本人の人種、信条、社会的身分、病歴など本人に対する不当な
差別又は偏見が生じる可能性がある個人情報のことです。 
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（周知） 
第３条 個人情報取扱いの方法は総会資料、
または回覧で毎年１回、会員に周知する。 
（管理者） 
第４条 ○○町会（自治会）における個人情
報の管理者は○○（例：会長等）とする。 
（取扱者） 
第５条 ○○町会（自治会）における個人情
報の取扱者は、○○（例：役員等、範囲を指
定する）とする。 
（秘密保持義務） 
第６条 個人情報の管理者・取扱者は、職務
上知ることができた個人情報をみだりに他人
に知らせ、又は不当な目的に使用してはなら
ない。その職を退いた後も、同様とする。 
（個人情報の取得） 
第７条 本会は、「○○町会（自治会）入会
届」などを、会員または会員になろうとする
ものから受理することにより、個人情報を取
得するものとする。 
２ 本会が会員から取得する個人情報は、氏
名（家族、同居人を含む）・生年月日・性
別・住所・電話番号・緊急時の支援の要否・
通学校先（義務教育）・その他連絡事項な
ど、必要最小限の範囲で同意を得た事項とす
る。 
（利用） 
第８条 取得した個人情報は、次の目的に沿
った利用を行うものとする。 
（１）会費請求、管理その他文書の送付等 
（２）会員名簿の作成および区域図の作成 
（３）災害等の緊急時における支援活動 
（管理） 
第９条 個人情報は会長または会長が指定す
る役員が保管するものとし、適正に管理す
る。 
２ 不要となった個人情報は、適正かつ速や
かに復元不可能な状態にして廃棄する。 
（提供先） 
第 10 条 個人情報は次にあげる場合を除き、
あらかじめ本人の同意を得ないで第三者に提
供しない。 
（１）法令に基づく場合 
（２）人の生命、身体又は財産の保護のため
に必要な場合 
 

 （３）公衆衛生の向上又は児童の健全育成
の推進に必要がある場合 
（４）国の機関若しくは地方公共団体又は
その委託を受けた者が、法令の定める事務
を遂行することに対して協力する必要があ
る場合 
（第三者提供に係る記録の作成等） 
第 11 条 取扱者は、個人情報を第三者
（国・地方公共団体を除く）に提供した 
ときは、法第 29 条に定める第三者提供に係
る記録を作成し保存する。 
（第三者提供を受ける際の確認等） 
第 12 条 取扱者は、第三者（国・地方 
公共団体を除く）から個人情報の提供を受
けるに際しては、法第 30 条に定める第三者
提供を受ける際の確認を行い、記録を作成
し保存する。 
（開示） 
第 13 条 会員は、第 7 条の規定に基づき提
供した会員本人の個人情報について個人情
報管理者に対し開示を請求することができ
る。 
２ 個人情報管理者は、会員本人から会員本
人の個人情報の開示について請求があった
とき、法第 33 条第 2 項に該当する場合を除
き、本人に開示する。 
（個人情報の訂正等） 
第 14 条 会員は、第７条に基づき提供した
会員本人の個人情報について個人情報管理
者に対し訂正等を求めることができる。 
２ 前項の請求があった場合、個人情報管理
者は直ちに該当する個人情報の訂正等を行
う。 
（漏えい発生時等の対応） 
第 15 条 取扱者は、個人情報を漏えい、滅
失、き損等の事案の発生又はその兆候を把
握した場合は管理者に連絡する。この場合
において管理者は、事実及び原因の確認、
被害拡大の防止、影響を受ける本人への連
絡、再発防止等の対応を行うものとする。 
（開示請求及び苦情相談窓口） 
第 16 条 ○○町会（自治会）における、開
示請求及び苦情相談窓口は、○○とする。 

 

ポイント 
本人 か ら個 人 情報 の 訂 正等 の 請求 や 苦情 が
あったときは速やかに対応しましょう。 
利用 目 的を 記 載し た 通 知文 や 取扱 ル ール 等
に問い合わせ先を記載するとよいでしょう。 
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すでに会員名簿がある場合  
会の中で認識されている、「利用目的」の範囲内で取り扱うのであれ
ば、特段何か行う必要はありませんが、年に 1 回程度、名簿の目的や
ルールの周知を行いましょう。会員は、自分の情報がどう使われてい
るのかを心配していますので、個人情報の管理方法が明確になると、
理解と安心が得やすくなります。 
また、名簿が古くなっている場合、転居や家族構成の変化により、記
載情報が実態と異なっていることも考えられます。適宜、名簿の更新
を行い、不要となった個人情報は確実に消去しましょう。 

 

名簿を利用する時のルール 

個人情報は、利用目的の範囲内で利用しましょう。決めた目的以外のこ
とには使えません。もし、収集の際に通知した利用目的を超えて、利用
(第三者に情報提供)したい場合は、以下の場合を除き、あらかじめ本人
の同意を得ましょう。 
 
 
 
 
▼  本人の同意を得ずに第三者に情報提供できる場合 
・法令に基づく場合 

【例】警察の捜査関係事項照会や令状に基づく捜査に対応する場合 
・人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき 
 【例】急病人の血液型や家族の連絡先等を医師や看護師に提供する場合 
 【例】大災害等の緊急時に負傷者情報を家族・行政機関に提供する場合  
・公衆衛生の向上又は児童の健全育成の推進のために特に必要がある

場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき 
 【例】児童虐待のおそれのある家庭情報を、児童相談所、警察、学校、病院等

が共有する必要がある場合  

委託先に情報提供する場合 
この場合は“第三者”に該当せず、本人の同意を得ずに情報を提供できます。
【例】会員名簿の印刷を業者に委託する場合 
※P22「委託先に情報提供した場合」も合わせてご確認下さい。 
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・国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が、法令の
定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であっ
て、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす恐
れがあるとき 

 【例】統計調査に協力する場合 
 
情報提供した場合（個人情報を渡した場合）  
個人情報を第三者に提供したときは、提供した年月日、提供先の氏名 
または名称等を記録し、原則 3 年間保存しましょう。 
国・地方公共団体に提供した場合や法令に基づく場合などに該当する
場合、記録義務はありませんが、限られたケースになりますので、日
頃の運営については原則のとおり取り扱いましょう。 

 
情報提供を受けた場合（個人情報を受け取った場合）  
第三者(国・地方公共団体を除く)から、個人情報の提供を受けたとき
は、提供を受けた年月日、第三者の氏名または名称、第三者が取得し
た経緯等を確認・記録し、原則 3 年間保存しましょう。 

 
委託先に情報提供した場合  
名簿の印刷を業者に委託する場合、自らが行うべき安全管理措置と同
等の措置が行われるよう、委託先の監督を行いましょう。 

【委託する場合の重要なポイント】 
・適切な委託先の選定 
・委託契約の締結 
 情報の持ち出し禁止、委託内容以外の利用禁止、返却・廃棄などの

事項を記載した契約書を取り交わす。 
・委託先における個人情報取扱い状況の把握 
 委託先の個人情報保護方針を確認する。 
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 町会・自治会の法人化（認可地縁団体） 

平成 3 年 4 月に地方自治法の一部が改正され、町会・自治会は一定の手
続きのもとに、認可地縁団体として法人格が取得できるようになり、法
人格を取得した町会・自治会は、団体名義で会館などの土地や建物を登
記できるようになりました。 
また、令和３年 5 月の「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（第１１次地方分権一
括法）による地方自治法の改正により、不動産等を保有していない又は
保有する予定がない場合であっても、地域的な共同活動を円滑に行うた
めに、法人格を取得できるようになりました。 
なお、町会・自治会が法人格を得るためには、区長の認可が必要です。
認可の際には、以下の要件を満たす必要があります。申請から認可まで
の流れや詳細については、地域振興課地域振興係までご相談ください。 
 
▼  法人格を得るための要件 
・住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理など、良好な地

域社会の維持や形成のために、広く地域的な活動を行っていること 
・区域が住民にとって、客観的に明らかなものとして定められている

こと 
・その区域に住所を有するすべての個人が構成員になることができ、

相当数が現に構成員になっていること 
・規約(会則)を定めていること 

 
 
 
 
 
 

規約で定める必要がある事項 
地方自治法第 260 条の 2 の規定を満たす次の事項を定める
必要があります。 
１ 目的 ２ 名称 ３ 区域 ４ 事務所の所在地  
５ 構成員の資格に関する事項 ６ 代表者に関する事項 
７ 会議に関する事項 ８ 資産に関する事項 
 



４ 活動事例  

   活動事例｜27 
 

地域住民が安全で快適に生活できる環境をつくっていくことが、町会・
自治会活動の大きな目的の一つと言えます。まちをよりよくするために
は、円満な町会・自治会活動が行われていることが重要です。 
 

 一般的な活動 
 
▼親睦活動 
夏まつり、運動会、餅つき大会など各レクリエーション 
地域住民が親しみのある人間関係を形成するために必要な活動です。
気軽に参加し楽しめる行事を行い、より良いつながりを作ります。 

 
▼交通安全・防犯防災活動 
交通安全運動、災害協力隊の組織、防災訓練の実施、防犯パトロール 
このような活動が犯罪や事故の抑制につながります。震災時には区役
所や警察、消防など公的機関と連携する役割のほか、地域団体が協力
し合い、自主防災体制を確立することも大きな目標のひとつです。 

 
▼環境美化活動 
みんなでまちをきれいにする運動、資源ごみの集団回収 
身近な環境活動は子どもから大人まで幅広く参加できます。まちをき
れいにする意識の啓発や美化活動を行い、暮らしやすい地域を作りま
しょう。 

 
▼地域福祉活動 
高齢者の見守り 
高齢者が孤立せず安心して暮らせる環境をつくるため、行政が行う福
祉施策とともに地域で行う福祉活動が重要です。 

 
▼広報活動 
広報紙発行、定例会や総会の報告、SNS での発信 
町会・自治会活動を共有し合うことは会員同士の繋がりを強めます。 
SNS の活用により、非会員や若年層に活動を PR できます。 
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４月（事務委託契約開始） 
・総会の開催 
・お花見 

６月 
・区政功労者表彰の推薦 
 

７月 
・夏まつり開催 
・ＢＢＱ大会開催 
       

８月 
・盆踊 
 
       

９月 
・秋の交通安全週間実施 
・敬老のお祝い      

１０月 
・運動会の開催 
・江東区民まつり参加 
・赤い羽根募金集金 

１１月 
・みんなでまちをきれいにする運動 
・ハロウィーンパーティー実施 
・総合防災訓練参加 

１２月 
・歳末たすけあい運動実施 
・クリスマスパーティー実施 
・忘年会 

１月 
・新年会 
・もちつき大会開催 

２月 
・節分の豆まき 
 

３月 
・役員の選任 
・総会の準備 

 町会・自治会の１年間のスケジュール【活動例】 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

５月 
・日本赤十字募金集金 
・春の交通安全週間実施 
・みんなでまちをきれいにする運動 

年
度
の
総
括
と
新
年
度
の
準
備
を
行
う 

ポイント 
・役員会や班長会は定期的に実施しましょう。 
・各イベント後に広報紙や SNS で実績を報告すると参加できな

かった世帯も次は参加したいと考えてくれるかもしれません。 
 



６ Ｑ＆Ａ  

   Ｑ＆Ａ｜41 
 

町会・自治会活動をしていく中で、住民の方からの想定質問や運営上、
区へ寄せられる質問をＱ＆Ａ集としてまとめました。 
 

 住民から町会・自治会への想定質問と回答例 

 
▼町会・自治会ってなんですか？ 
基本的には地域住民が自主的に結成し、運営している団体です。地
域コミュニティの中心として地域住民の親睦を図るとともに、地域
の安全・安心に取り組み、良好な生活環境を住民が協力して築いて
いくことを目的としています。 

 
▼町会・自治会はどんな活動をしているのですか？ 
それぞれの町会・自治会によって活動は様々ですが、盆踊りなどの
親睦活動や防犯パトロールなどの防犯活動、避難訓練等の防災活動
などがあります。詳細はＰ.27 の「活動事例」に掲載しているので
参考にしてください。 

 
▼町会・自治会の区域は、何を基準に区切られているのですか？ 
特に明確な基準はありません。町名・丁名ごとであったり、マンシ
ョン・アパートごとで「自治会」があったりと様々です。そのため
地域の広さや加入戸数もそれぞれの団体で異なります。 

 
▼町会・自治会の役員の種類・役割は何ですか？ 
Ｐ.9 の「役員について」に掲載しているので、参考にしてくださ
い。 

 
▼町会・自治会の会費は誰が管理しているのですか？ 
会計や会計監査などの担当者を設けて、適正に管理します。収入・
支出の内訳は、総会などの場で会員に公開されます。 
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▼町会・自治会に加入するメリットって何ですか？ 
町会・自治会に加入するメリットは… 
①  支えあい  

・地域に知り合いが増える 
・地域の困りごとの相談ができる 
・震災や火災など、いざという時に助け合いができる 

②  さまざまな情報が得られる（地域のことがわかる） 
・広報紙等で地域の情報やイベントの情報が得られる  
・行政情報などの生活情報が得られる 

③  地域環境の整備（安全・安心） 
・防犯パトロール、防災訓練、見守り活動等、安全・安心な地域

づくりに貢献できる 
 

▼町会・自治会にはどうやって加入するのですか？ 
役員に入会届を提出し、会費をお支払いください。 

 
▼町会・自治会には入らなければいけないのですか？ 
町会・自治会は任意団体のため加入の義務はありません。しかし町
会・自治会活動として防犯パトロールや防災訓練、ごみ捨て場の清
掃など地域の環境や安全を守るために必要な活動をしています。そ
の活動に参加することで、住みよい地域づくりに貢献し地域の絆づ
くりにもつながります。 

 
 

▼町会・自治会の会費はどのように使われているのですか？ 
地域情報を提供する広報紙や、夏まつりなどの親睦のためのイベン
ト、地域の防犯灯の電気代など様々なものに使われています。会費
の使い方は毎年総会において会員のみなさまの承認を得て決定して
います。 

 
 



 Ｑ＆Ａ｜43
 

 
▼町会・自治会の役員には報酬がでるのですか？ 
基本的に無償のボランティアです。しかし、活動の費用弁償的（交
通費、通信費など）なものとして、町会・自治会によっては役員手
当（報酬）を支払うこともあります。 

 

▼町会・自治会の会費以外に収入はあるのですか？ 
区からの補助金、イベント時の寄付金などがあります。 

 

▼個人情報についてはきちんと管理されているのですか？ 
ご提供いただいた個人情報は、会員名簿などに使用し、町会・自治
会の管理運営、会員の親睦、緊急時の安否確認など、目的の範囲内
での利用に限定し、適正に管理されています。万が一、公表してい
ない提供先に情報を提供する際は、必ずご本人の同意を得てから行
います。 

 

 町会・自治会活動で区へ寄せられる質問 

 

▼町会・自治会長を変更するときの届け出先はどこですか？ 
地域振興課に所定の様式がありますので、ご連絡・ご提出をお願い
します。 

 

▼加入促進の呼びかけチラシやポスターはありますか？ 
地域振興課で作成したチラシやポスターがありますので、ぜひご活
用ください。必要数をご連絡いただければご用意いたします。外国
人の方向けに、やさしい日本語版のチラシもご用意しています。 

 

▼区と町会の事務委託契約とは何ですか？ 
区では、行政活動に協力していただける町会・自治会と事務委託契
約を結び、事務委託料をお支払いしています。事務委託料、ご協力
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していただく業務の例をＰ.29 に掲載しています。 
▼町会・自治会に対する補助金等はありますか？ 
Ｐ.30〜37 に掲載していますので、ご参照ください。 

 
▼個人情報の取り扱いに関して、町会・自治会は具体的にどうすれば

よいですか？ 
法律のルールを確認し、個人情報の利用目的の明確化、取扱ルール
の作成や見直し、また名簿の保管方法の検討などを行いましょう。 
会員には、個人情報を適正に管理・運用していることを周知し、理
解を得られるようにしましょう。また、個人情報は災害時等の、支
援活動に必要な情報であることを理解してもらいましょう。 
※町会名簿を回覧する場合は、個人情報を他の人に見られることに

本人が同意している必要があります。 
 

▼災害時の避難支援や高齢者の見守り活動に必要な名簿を作成する
際に、注意することはありますか？ 

名簿を作成する際に、「病歴」や「障害」といった情報を取得する場
合、それらは「要配慮個人情報」（P.19 参照）にあたり、より慎重
な取扱いが必要です。こうした要配慮個人情報の取得はあらかじめ
本人の同意を得てください。  

 

▼個人情報を紛失した場合、罰則などはありますか。 
個人情報保護法上で罰則があるのは「自己又は第三者の不正な利益
を図る目的で提供し、又は盗用したとき」とされているため、過失
による紛失に対しては、保護法上の罰則はかからないと考えられま
す。ただし、民法上の損害賠償請求等がなされる可能性や国の個人
情報保護委員会への報告が必要な事案で虚偽報告を行った場合に罰
金が求められる可能性があります。 

 



５ 区の支援制度  

   区の支援制度｜29
 

 事務委託契約 

区では行政活動に協力していただける町会・自治会と事務委託契約を結び、
事務委託料をお支払いしています。 
 
▼事務委託料 

均等割 

 会員世帯数  金額  
 １，０００世帯以上  １５５，０００円  
 ９９９〜７００世帯  １５０，０００円  
 ６９９〜４００世帯  １４５，０００円  
 ３９９〜１００世帯  １３５，０００円  
 ９９世帯以下  １２０，０００円  

会員割  ＠３００円×会員世帯数 
均等割と会員割の合計額が 1 年間の事務委託料となります。 
 

▼町会・自治会に協力していただく業務の例 

人選等の依頼 

 区政功労者の推薦 
町会・自治会役員功労者の推薦 
民生委員・児童委員の推薦 
投票所の投票管理者・立会人の推薦 

行事等の周知 
 区民まつり・環境フェア等各種行事のポスター掲

示、区広報の回覧 
 
 
行事・事業等への 
参加促進 

 災害対策連絡協議会 
総合防災訓練機関訓練 
地域課題連絡会 
人権週間行事（講演とメッセージのつどい） 
みんなでまちをきれいにする運動事業 
昆虫成長抑制剤投入事業 
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 各種補助制度  

区では地域活動を支援するため、様々な支援制度を用意しています。要件・申
請方法等詳細については、担当課にご相談ください。 
 

地域振興課地域振興係｜TEL 3647-4962 

 
▼広報紙発行事業補助金  
概要 広報紙発行事業に要する経費の一部を補助します。  

申請団体 区と事務委託契約を締結している町会・自治会  

補助金額等 同一年度内で 6 万円以内とし、予算の範囲内で補助  

申請時期 11 月から 1 月上旬  

 
▼掲示板設置補助金  

概要 
私有地（私道含む）又は占用許可を受けた区道に、掲示
板を新設又は建て替えるとき、それに要する経費の一部
を補助します。  

申請団体 区と事務委託契約を締結している町会・自治会  

補助金額等 経費の 2 分の 1 以内、10 万円を限度で補助 
申請時期 随時（要事前相談）  

 
▼町会・自治会会館建築等助成金  

概要 
町会・自治会が所有する町会・自治会会館の建築(新築、増
築及び改築)、修繕または設置(冷暖房設備の設置)並びに耐
震診断に対し助成金を交付します。 

申請団体 区と事務委託契約を締結している町会・自治会 

補助金額等 

建築｜180 万円~1,300 万円まで(経費の 30%以内) 
修繕｜50 万円~600 万円まで(経費の 50%以内) 
設置｜10 万円~50 万円まで(経費の 50%以内) 
耐震診断｜木造 20 万円まで、非木造 10 万円~100 万円まで

(経費の 60%以内) 
申請時期 随時（要事前相談） 
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▼江東区コミュニティ助成事業補助金  

概要 

一般財団法人自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事
業として実施しています。対象事業は、『住民が自主的に
行うコミュニティ活動の促進を図り、地域の連帯感に基づ
く自治意識を盛り上げることを目指すもので、コミュニテ
ィ活動に直接必要な設備等（建築物・消耗品は除く)の整
備に関する事業』です。 
【例】神輿の修繕など 
※事業の採択は、自治総合センターが行い、採択されない
場合もありますので、ご了承ください。 

申請団体 区と事務委託契約を締結している町会・自治会 
補助金額等 100 万円から 250 万円(10 万円単位、10 万円未満切捨) 

申請時期 
9 月上旬〜中旬頃 
※東京都からの通知次第でスケジュールが決まります 
※次年度に実施する事業の申請を受付けます 

 
▼地域活性化事業補助金（※令和８年度）  

概要 
町会・自治会が主催する、イベントの実施に要する経費の
一部を補助します。 

申請団体 区と事務委託契約を締結している町会・自治会 

対象事業 
町会・自治会が主催し、地域コミュニティの活性化及び地
域住民の交流を図るイベントで所定の要件を満たすもの。
【例】夏祭り、盆踊り、餅つき、運動会等 

主な対象経費 委託費、使用料、印刷費、感染症対策経費等 

補助金額等 
補助対象経費の 10 分の 10、上限：イベント枠 20 万円、
こどもイベント枠 15 万円、地域防犯枠 10 万円 

申請時期 11 月から２月上旬 

令 和 ８ 年 度 か
らの変更点 

事業実施期間：始期を５月１日から４月１日へ拡充 
こどもイベント枠の拡充：上限 15 万円 
こどもイベント枠のみバスツアー等における事業のバスの
借り上げ代金を新たに対象とします。 
※ノベルティーの要件等に変更ありません。 

※詳細は、地域振興課へお問い合わせください。 
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危機管理課防犯担当｜TEL 3647-4399 

 
▼防犯カメラの補助事業  

概要 

東京都が実施する補助事業を活用し、地域における防犯対
策の向上を図り、安全で安心して暮らせるまちづくりを推
進します。 
本事業では、町会・自治会などの地域団体が設置する防犯
カメラについて、次の経費の一部を補助します。 
・新規設置または更新に要する経費※更新については設置
から７年以上経過した際の再整備・修繕・保守・移設など
の維持管理経費・電気料金・電柱使用料などの運用経費 

申請団体 町会・自治会、町会・自治会を含む複数の地域団体 

補助金額等 
補助金の種類により、負担割合や補助限度額は異なりま
す。詳細については、区のホームページをご確認いただく
か、危機管理課までお問い合わせください。 

申請時期 

補助金の種類によって、申請できる時期は異なります。 
また、新誠にあたっては、事前の現場実査や関係機関との
調整が必要となる場合があります。 
スムーズな申請のため、早めのご相談をお願いします。 
※予算状況等により、補助金を受けられない場合がありま
す。 

 
▼防犯パトロール資機材の支給  

概要 
地域の自主的な防犯活動を支援するため、定期的にパトロ
ールを行う団体に防犯パトロール用資機材の支給を行いま
す。 

申請団体 定期的にパトロールを行う団体（町会・自治会など） 

補助金額等 

【支給する資機材】 
（１）パトロール用ベスト（団体名入り）（２）防犯誘導
灯（３）防犯ブザー（４）腕章（５）青色回転灯を装備し
た自動車を使用して防犯パトロールを行う団体に対し、青
色回転灯及び防犯パトロールマグネットシート 

申請時期 随時 



   区の支援制度｜33
 

 

防災計画課地域防災係｜TEL 3647-9587 

 
▼災害協力隊活動助成金  

概要 
災害協力隊の防災活動に要する経費の一部を助成しま
す。 

申請団体 
地域住民の隣保互助の精神に基づき、町会・自治会等を
母体として、自発的に結成された自主防災組織の災害協
力隊 

補助金額等 世帯数に応じて、3 万円から 13 万円まで 

申請時期 
申請書送付｜2 月上旬 
受付締切 ｜3 月末 

 

長寿応援課長寿応援係｜TEL 3647-4541 

 
▼福祉会館団体利用貸出  

概要 
江東区福祉会館条例並びに同条例施行規則に基づき福祉
会館の承認された部屋について夜間貸出します。 

申請団体 町会連合会、町会・自治会 
補助金額等 使用料 1/2 減免 
申請時期 利用期日の 1 ヶ月前から 3 日前まで 
 

▼老人福祉センター団体利用貸出  

概要 
江東区老人福祉センター条例並びに同条例施行規則に基
づき老人福祉センターの承認された部屋について貸出し
ます。 

申請団体 町会連合会、町会・自治会 
補助金額等 使用料 1/2 減免 
申請時期 利用期日の 1 ヶ月前から 3 日前まで 
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長寿応援課シニア活躍支援係｜TEL 3647-9468 

 

▼高齢者地域見守り支援事業  

概要 

高齢者等の社会的孤立および孤独死を防止するために地
域住民が主体となって実施する支援活動をサポートしま
す。見守りに関する各種プログラムを修了した団体に対
して、交流の拠点となる場所を開設するための経費の一
部を助成します。 

申請団体 町会・自治会、管理組合など 
補助金額等 上限 20 万円 

申請時期 

4 月〜６月｜サポート地域を募集 
7 月   ｜サポート地域 4 団体を選定 
セミナーや地域診断等、見守りに関する各種プログラム
修了後、開設準備が整った団体から、随時助成金の申請
受付 

 

環境保全課環境美化係｜TEL 3647-9373 

 

▼アダプトプログラム事業  

概要 
区民の皆さんが、自分たちで選んだ区立公園や道路をわ
が子（養子）を想うような愛情を持って、定期的に清掃
するボランティア活動です。 

申請団体 区内在住･在勤または在学者の団体 

補助金額等 

【支援内容】 
・腕章等の貸与  
・ごみ袋の提供 
・ボランティア保険の加入  
・区のホームページによる参加団体の紹介  
・活動に関する相談等 

申請時期 随時 
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清掃リサイクル課清掃リサイクル係｜TEL 3647-9181 

▼集団回収支援事業  

概要 

町会・自治会、こども会、管理組合など、ご近所同士が
グル―プをつくり、家庭から出る古紙類、空き缶などを
集めて回収業者に引渡し、資源として活用できるように
リサイクルする一連の自主的な活動です。 

申請団体 町会・自治体・こども会・管理組合など 

補助金額等 
回収実績量 1 ㎏あたり 6 円の報奨金を支払（年 2 回） 
また、年間回収実績量 2,000 ㎏以上から、回収量に応じ
た加算報奨金を支払（年 1 回） 

申請時期 

団体登録の上、実績報告書等の提出があるものが対象 
上期・・1〜6 月分／下期・・7〜12 月分 
請求書の送付  ｜上期／8 月中旬、下期／2 月中旬 
請求書の提出期限｜上期／8 月末、下期／2 月末 
支払      ｜上期／9 月、下期／3 月 

 

 

清掃事務所作業係｜TEL 3644-6216 

 

▼ボランティアシール交付事業（ごみ処理手数料免除）  

概要 
町会・自治会などが実施した地域的なボランティア活動
（お祭り、清掃活動など。営利目的を除く。）に伴い発
生したごみの収集にかかる手数料を免除します。 

申請団体 
町会・自治会のほか老人会、婦人会、子供会などの地域
的な任意団体及び学校の生徒などの有志団体 

補助金額等 ごみ処理手数料を全額免除 
申請時期 随時。申請する場合は、事前にご相談ください。 
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施設保全課照明・設備係｜TEL 3642-5027 

 

▼私道防犯灯維持費助成金  

概要 
町会・自治会等が管理する防犯灯の維持費の一部を助成
します。 

申請団体 町会・自治会等 

補助金額等 
助成条件を満たした場合、区で定める金額 
（灯具形式により変動） 

申請時期 申請案内送付｜12 月頃  受付締切｜4 月末 
 

▼私道防犯灯設置費助成金  

概要 
町会・自治会等が管理する防犯灯の設置費の一部を助成
します。 

申請団体 町会・自治会等 

補助金額等 
助成条件を満たした場合、区で定める金額 
（灯具形式により変動） 

申請時期 4 月〜12 月 ※予算上限に達し次第終了 
 

江東区立図書館｜TEL 3641-0062（深川図書館） 

 

▼出張おはなし会（こども読書活動の推進）  

概要 

地域の乳幼児親子やこどもたちを対象に、本の楽しさや
大切さを伝えるために、こども読書環境サポーター（江
東区立図書館に登録した、読み聞かせボランティア）を
派遣し、絵本の読み聞かせや紙芝居などを行う「出張お
はなし会」を実施します。 

申請団体 町会・自治会 
補助金額等 費用｜無料 
申請時期 実施日の 1 ヶ月前までに深川図書館に申請 
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 主な補助事業の流れ 
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 地域振興課が所管する事業の手続き・日程 

   

 事   業   名 

４月 事務受託完了届・申出書提出 

５月 
事務委託料決定通知および請書提出依頼〜提出 
日赤社資募集 

６月  

７月 現況届提出依頼〜提出 

８月 各種補助金案内送付 

９月  

10 月 事務委託料振込 

11 月 
町会・自治会活性化セミナー 
広報紙・地域活性化事業補助金申請受付 
町会・自治会役員功労者推薦依頼 

12 月  

１月 広報紙補助金申請締切 

２月 
地域活性化事業補助金申請締切 
町会・自治会役員功労者感謝状贈呈式 

３月 
広報紙・地域活性化事業補助金振込 
事務受託完了届・申出書提出依頼 

その他 通年｜掲示板設置補助および会館建築等助成申請 

※日程が変更になる場合もあります  



令和　　　年　　月　　日

　　令和　　　年　　　月　　　日付をもって会長が下記のとおり改選されました。

※新・旧会長の了承を確認するため、それぞれ自署、押印をお願いします。
※区役所からの各種文書等の送付先（次のどちらかをご指示ください）
　　１　会長宅

　　２　その他　　江東区　　　　　　　　　丁目　　　　番　　　　号　　　　　　様方

※情報公開の可否
　　変更届を基に町会・自治会長の個人情報が町会・自治会名簿に登載され、第三者の請求が

　あった場合には、閲覧及び写しの交付の対象になります。

　　このため、個人情報保護の観点から、会長名、住所、電話番号について、町会・自治会名

　簿登載の可否（了承・拒否）を確認しますので、可・否どちらかを○印でお示しください。

　　記載の無い場合、可（了承）とさせていただきますことをご了承願います。

※区役所内部への情報提供
　区役所内部の関係部署が公務に使用する場合には、全情報を提供いたします。ご了承ください。

※官公署等及び外部への情報提供
　都水道局等の官公署、江東区社会福祉協議会や文化センターなど、公共の福祉に資する公益団体

には全情報を提供することもあります。また、区条例に基づき外部への提供が必要な場合には、同

じく提供することもありますので、ご了承ください。

住 所
江東区　　　　　　　　　　　　　丁目　　　番　　　号
建物名・部屋番号（　　　　　　　　　　　　　　  　）

　　（　　　　　　） （ 可 ・ 否 ）

ＦＡＸ番号 　　（　　　　　　）

前 会 長 氏 名 ㊞

新 会 長 氏 名 ㊞ （ 可 ・ 否 ）

ご
　
自
　
宅

住 所

※住民票と同じ住所(マンション等はお部屋番号まで)をご記入下さい

（ 可 ・ 否 ）江東区　　　　　　　　　　　　　丁目　　　番　　　号
建物名・部屋番号（　　　　　　　　　　　　 　　 　）

電 話 番 号

ふ り が な 情 報 公 開

町 会 ・ 自 治 会 長 変 更 届

江　東　区　長　　殿

町会・自治会名

届 出 人 氏 名

記

巻末資料｜45



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江東区地域振興課地域振興係 
〒135-8383 江東区東陽 4 丁目 11 番 28 号【4 階 26 番窓口】 

TEL｜03（3647）4962  FAX｜03（3647）8441 

E-MAIL｜060102@city.koto.lg.jp 

mailto:060102@city.koto.lg.jp

